
一橋大学 国際・公共政策大学院 教授 井伊雅子

2021年10月11日

医療機関に対する新型コロナ関連補助金の『見える化』

資料１－４



コロナ禍での受診行動の大きな変化

（１）患者の予防による受診減

（２）不要不急の受診減（患者側・医療側）

（３）必要な医療を控えている可能性
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⇒医療機関の経営への影響が指摘されるが、国から様々な支

援策が講じられており、全体像が見えにくくなっている



コロナ受入なし病院と比較し、受入あり病院の悪影響はより大きいが、
コロナ受入れなし病院へも外来受診影響はある

【外来受診回数・外来収益 コロナ受入有無別 前年同月変動率】

＜コロナ受入あり病院＞

＜コロナ受入なし病院＞

■収益
〇受診回数

■収益
〇受診回数

※288病院を対象に分析
※分析対象期間：2019年2月-21年6月
※2021年2-6月は19年2-6月からの変化率
※退院月ベースでコロナ（疑い病名除く）受入時点から「受入あり病院」と判定（5日以内転院が8割以上の場合を除く）

第1波 第2波 第3波 第4波

n=4 n=146 n=149 n=188 n=198 n=225 n=235 n=250 n=253

n=284 n=142 n=139 n=100 n=90 n=63 n=53 n=38 n=35

グローバルヘルスコンサルティング・ジャパン
の分析による

2



コロナ受入なし病院と比較し、受入あり病院の悪影響はより大きい。

【退院症例数・入院収益 コロナ受入有無別 前年同月変動率】

＜コロナ受入あり病院＞

＜コロナ受入なし病院＞

■収益
〇症例数

■収益
〇症例数

※502病院を対象に分析
※分析対象期間：2019年2月-21年6月
※2021年2-6月は19年2-6月からの変化率
※コロナ（疑い病名除く）受入時点から「受入あり病院」と判定（5日以内転院が8割以上の場合を除く）

第1波 第2波 第3波 第4波

n=9 n=267 n=271 n=330 n=347 n=408 n=423 n=449 n=455

n=493 n=235 n=231 n=172 n=155 n=94 n=79 n=53 n=47

グローバルヘルスコンサルティング・ジャパン
の分析による 3



病院・診療所別の診療報酬総点数の新型コロナ感染拡大前との比較

※社会保険診療報酬支払基金のデータ。７月、８月は速報値。

医科 歯科 調剤
病院 診療所

内科 小児科 整形外科

2020年12月

（前年同月比）

▲2.9％ ▲2.9％ ▲7.6％ ▲11.1％ ▲23.7％ 3.6% 6.1% ▲2.7％

2021年1月 ▲4.7％ ▲6.3％ ▲10.5％ ▲13.6％ ▲27.0％ ▲1.1％ 2.9% ▲4.2％

2月 ▲3.6％ ▲6.1％ ▲6.9％ ▲8.9％ ▲17.7％ 0.5% 1.5% ▲5.1％

3月

（前々年同月比）

5.9% 3.4% ▲0.2％ ▲0.5％ ▲2.3％ 9.4% 8.8% 5.4%

4月 5.5% 0.7% 3.3% 2.3% 6.4% 9.8% 10.3% 0.4%

5月 4.7% ▲2.0％ 2.1% 2.1% 10.2% 5.5% 10.4% 0.9%

6月 9.5% 3.8% 5.6% 4.6% 16.5% 10.6% 8.0% 7.3%

７月 1.6% 0.4% 3.9% 4.1% 23.6% 2.9% 3.1% 2.5%

８月 5.3% 3.6% 8.9% 13.2% 24.0% 4.4% 5.6% 2.9%
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OECD 公衆衛生白書：日本 2019

http://www.oecd.org/health/health-systems/oecd-reviews-of-public-
health-japan-9789264311602-en.htm

• この人口高齢化により医療制度の財源がかつてないほど逼迫してい
るにもかかわらず、日本では国民の健康促進と疾病の早期発見を目
的とした健康診断を幅広く取り入れていますが、異常なほど多くの健
康診断を頻繁に行っても効果はなく、費用対効果も悪く、有害にすら
なりかねません

• 有効性を高めるためには、日本は無駄のない予防パッケージに焦点
を当て、あらゆる関係者の明確な期待を絞り込み、国民全体を対象と
したより強い政策で後押しすべきです

• 健康診断項目の削減を優先すべきだが、その中には全国民に対して
行われているがん検診のより良い調整を含むべきである
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健診・検診についても、「令和３年版厚生労働白書」で以下の指摘。

「新型コロナウイルス感染症の影響による減少が見られた。2019（令和元）年と2020年の健診実施数を比較すると、
各種健診において、緊急事態宣言期間下の4～5月の実施状況が前年と比べて大きく落ち込んでいる。特にがん検
診については、公益財団法人日本対がん協会による調査によると、前年同月比で、4月に14.8％、5月には7.3％まで
大きく落ち込んだ（なお、宣言解除後の6月以降は一定の回復傾向が見られる。）」

一方で、そもそも適正な頻度・内容の健康診断については、エビデンスによる検証が必要



これらのデータに補助金は含まれていない

例えば補助金額の大きい緊急包括支援交付金の
個別医療機関への支払いデータは、全額国負担で
あるにもかかわらず、都道府県が情報を公開しない
限り『見える化』されない

また、情報公開に当たっては、そもそも都道府県に
よってはコロナ患者を受け入れている医療機関名を
公表していないことがネックとなる可能性。海外（英
国など）ではコロナ対応医療機関名はサイト等で公
表
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医療機関も事業会社と同等の会計基準の下で
財務諸表を年1回作成し、公表すべき

地方公共団体が開設する病院事業及び公営企
業型地方独立行政法人の運営する病院事業に関
しては、「地方公営企業年鑑」から財務諸表を入手
可能

民間の医療法人に関しては、都道府県に情報公
開請求を行うことにより、財務諸表を入手可能であ
るが、時間を要する。紙での管理が基本であり、分
析に更に時間がかかる
※なお、医療法人の財務諸表において、補助金は事業収益に含まれ
ており、補助金を取り出して分析できない。法人登録をしていな
い小規模病院や診療所の財務諸表は入手ができない。
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⇒効果検証を行うためにも、早期に体制整備を行うべき

⇒あわせて、交付された補助金なども把握できるよう事
業報告書の内容の精緻化にも取り組む必要
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経済財政運営と改革の基本方針2021
医療法人の事業報告書等をアップロードで届出・公表する全
国的な電子開示システムを早急に整え、感染症による医療機
関への影響等を早期に分析できる体制を構築する。

なお、上記のデータベース化は、診療報酬改定の判断材料
としても重要（現行の「医療経済実態調査」はサンプル調査で
あり、サンプル数の少なさから主たる診療科別など属性別の把
握の精度が落ちる、３月決算の診療所の割合が低いため診療
報酬改定の厳密な影響把握ができない、経年的推移が把握不
能などの課題が指摘されている（一橋大学荒井教授の研究））



病床確保料が支払われた医療機関について、
入院患者受入実績の検証が必要

病床使用率が１００％を超えている病院が５０施設ありました。その一方で、病床使用率が４０％未満の病院
が２７施設ありました。

退院が一度に多くでて、一時的に病床使用率が下がったケースもあるかもしれませんが、中には０％という病
院も７施設ありました。

受け入れ可能と申告していながら実際は使われていない病床、「幽霊病床」ともいわれています。これまでこ
うした問題があるとはいわれていましたが、今回初めて数字として明らかになりました。

補助金の問題もあります。こうした「確保病床」については、国から補助金が支払われているのです。

重症者用ベッド１床につき、最大１９５０万円、重症以外の患者のベッド１床につき、最大９００万円の補助
金が、申請をすると国から医療機関に支給されています。

また、これとは別にコロナ患者がいない時も即入院可能とするために、ほかの患者を受け入れないで、ずっと
ベッドを空けてキープしておくとなると、病院の収入に影響がでますので、コロナ患者の入院がない間は、日
割りで「空床確保料」というのも支給されています。

仮に補助金をもらっているのに、患者の受け入れがないとなると不適切です。こうしたことから東京都と厚生
労働省は、申告に見合った受け入れを求めていますが、関係者は、「実態は把握しているが協力してもらって
いる以上、ダメとは言えない」として、確保病床の申告数の見直しには慎重な姿勢を示しています。

病床使用率リスト入手「幽霊病床」実態とは
2021年9月6日 22:44

＜日本テレビニュースより＞
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第５波における東京都の確保された病床の使用率は最大で65％であった。

残る三分の一の病床の事後検証による『見える化』が必要。
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ワクチンの補助金についても同様に検証が必要

＜日本テレビニュースより＞
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ワクチン接種率が６割を超え、財政のインセンティブはカンフル剤としては
効果的であり、11月の希望者への接種完了まで継続するのは理解できる
が、費用対効果の検証や実績の「見える化」は必要。

イギリスでは接種は一本打つごとに£12.58（1,900円程度）の報酬が診療所側に
入るとされている一方、日本は消費税込みでは2,277円／回（休日加算に下記の
追加支援策を含めた場合最大7,620円／回。しかも診療所の多くは免税事業
者）。加えてワクチン接種体制確保事業から医療機関に協力金が支払われる。

個別接種促進について、
カンフル剤である以上、
のべつ幕なしではなく、
効果的なタイミングで発
動すべき。その内容も不
断に見直すべき。

医療機関に対する協力金に
ついて、幾ら支払いがなさ
れているのか『見える化』
が必要
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コロナ渦における医療需要を分析し、日本の支払い制度における過剰医療を指摘した論文

https://medrxiv.org/cgi/content/short/2021.10.01.21264447v1

https://medrxiv.org/cgi/content/short/2021.10.01.21264447v1


過剰医療と過少医療の実態と
その財政への影響

財務総合政策研究所学術論文集

『フィナンシャル・レビュー』

(2022年3月発刊予定）

井伊雅子一橋大学

国際・公共政策大学院教授 責任編集
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